
（単位：千円）

給与改定経費

職員給与改定費 △１，１８６，９８２

（１）人事委員会勧告に基づく改定 △１，３９２，２３９
事務局職員 　（４人）  
小学校職員 　（５，６９６人）  
中学校職員 　（３，２０７人）
高等学校・中等教育学校職員 （３，０９４人）  
特別支援学校職員 　（８７１人）
※退職手当分を含む。
※事務局職員の給与・手当改定分は、知事部局で一括計上。

（２）臨時的給与減額措置の緩和 ２０５，２５７
小学校職員 　  
中学校職員 　
高等学校・中等教育学校職員 　  
特別支援学校職員 　

特別職期末手当等改定費 １
期末手当の年間支給割合の引下げ  
年間３．１月分 →

臨時的給与減額措置の緩和

［職員給与改定の概要］

１　給与改定率 △０．２３％（給料の改定０．２２％、諸手当等の改定△０．０１％）
・ ：概ね40歳以上の職員が受ける号給について平均0.1％引下げ
・ ：55歳を超える職員に対する給与を1％減額（行政職６級相当以上）

２　期末・勤勉手当の年間支給割合の変更 （23年4月1日以降適用）
　　　年間支給割合 →
　　　　期末手当 →

→
→

　　　　勤勉手当 →
→
→

（特定幹部職員についても、年間支給割合を同様に変更する）
※本年度に限り、12月期の期末手当及び勤勉手当の支給割合をそれぞれ
1.35月分（0.15月分減）及び0.65月分（0.05月分減）に引き下げる。

３　調整措置
　　　22年４月から実施日の前日までの公民較差相当分を所定の計算方法で算出し、22年
　　12月期の期末手当で減額調整

４　給与減額措置の緩和
　　　知事を除く特別職の給料月額及び職員の給料月額については、知事等及び職員の
　　給与の特例に関する条例により、臨時的給与減額措置を緩和・解消する。
（１）一般職の減額率
特定幹部職員6％→1％（5％減）、管理職員4.5％→0.5％（4％減）
一般職員・若年層0.5％→なし（0.5％減）

（２）教育長の減額率
15％→12％（3％減）

５　実施時期 平成22年12月１日　

平成２２年度１１月補正予算の経費説明（教育委員会所管分）

△１，１８６，９８１

５０，７４６千円
４２，７０８千円

△８７，０２２千円

△１５８千円
△６２９，１５０千円
△３４９，０３５千円
△３２６，８７４千円

４．１５月分 ３．９５月分 （０．２月分減）
２．７５月分 ２．６月分 （０．１５月分減）
１．２５月分 １．２２５月分 （０．０２５月分減）６月期
１．５月分 １．３７５月分 （０．１２５月分減）12月期

０．７月分 ０．６７５月分 （０．０２５月分減）12月期

１０２，５８３千円

６月期
１．４月分 １．３５月分 （０．０５月分減）
０．７月分 ０．６７５月分 （０．０２５月分減）

９，２２０千円

給与の抑制措置
給料表の改定

△１６３千円

１６４千円
２．９５月分（０．１５月分減）


